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2018 年 10 月制度改正 

 

2018 年 9 月 10 日  

株式会社 日本貿易保険（NEXI）  

 

以下の制度改正（明確化のための規程類の変更を含む）を行うこととしましたのでお知ら

せします。 

 

Ⅰ．貿易一般保険包括保険における保険申込みに係る提出書類の削減  

貿易一般保険包括保険のうち、保険申込み時に輸出契約書等の写し（エビデンス）の提出

が必要であった一般案件（証券型案件）において、原則としてエビデンスの提出を不要と

することとし、手続きを簡素化します。 

＜対象保険種＞ 設備財包括保険（機械設備、船舶、鉄道システム）、消費財包括保険、

企業総合保険 

 

Ⅱ．貿易一般保険包括保険の商品性改善及び取扱いの明確化  

(1) 100％仲介取引を付保対象とできる海外子会社等の範囲の拡大 

日本機械輸出組合を対象とした設備財包括保険において、全額が仲介取引となる契約に

ついては、被保険者たる組合員企業の自社の海外子会社から出荷する場合のみを特約書

へ事前登録の上、付保対象としておりますが、ニーズを踏まえ、自社に限らず本邦企業

の会社法上の海外子会社から出荷する場合にも対象を広げることといたします。ただ

し、仲介取引における買契約先と売契約先に特定資本関係（親子・兄弟関係、本支店

等）がある場合は、貿易一般保険（個別保険）や企業総合保険と同様に信用危険は不て

ん補とします。 

＜対象保険種＞ 設備財包括保険（機械設備） 

 

(2) 政府開発援助等又は全額前払に該当するコンソーシアム案件の個社別付保選択制導入 

設備財包括保険において、政府開発援助等（円借款及び無償援助）又は全額前払である

案件については、付保義務はなく、被保険者たる組合員企業のご希望により保険を申込

むか否か選択することができますが、複数企業が連名で契約するコンソーシアム契約に

おいては、コンソーシアム構成企業間で付保するか否かの選択を統一していただくこと

としております。この点について、ニーズを踏まえ、個社毎の申込みを可能とします。 

＜対象保険種＞ 設備財包括保険（機械設備、船舶、鉄道システム） 

 

(3) 国カテゴリー別子会社等除外オプションの対象の一部変更 

貿易一般保険包括保険においては、国カテゴリー別に子会社等との取引を付保対象から

除外するオプションを設けておりますが、子会社 SPC との取引は除外できないこととな

っております。この点について、ニーズを踏まえ、当該オプションを選択した場合に

は、子会社 SPC も付保対象から外すことといたします。 

＜対象保険種＞設備財包括保険（機械設備、鉄道システム※）、技術提供包括保険※、

企業総合保険 （※は 2019 年 4 月実施予定） 

 

(4) 特約期間中のオプション変更に関する取扱いの明確化 

貿易一般保険包括保険特約書におけるオプション（裾切り金額、子会社除外、仲介取引

等）の設定及び変更は年１回の特約書の更新時のみとし、特約期間中の変更は原則行わ

ないこととしておりますが、この点について規定上明確化します。なお、上述のような

オプション制度の変更があった場合やお客様の組織変更に伴いオプションの変更が必要

になる場合については特約期間中であっても変更を行っていただけます。 

＜対象保険種＞ 設備財包括保険（機械設備、船舶※、鉄道システム※）、消費財包括

保険※、技術提供包括保険※、企業総合保険 （※は 2019 年 4 月実施予定） 
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Ⅲ．海外事業資金貸付保険（劣後ローン特約付き）に係る取扱い規定の明確化  

海外事業資金貸付保険（劣後ローン特約付き）における「保険期間の取扱い」、「融資契約

において償還期限の定めがない案件の取扱い」及び「予定通知に係る取扱い」について、

規定上明確化します。 

 

Ⅳ．回収に関する規定の明確化  

貿易保険共通運用規程の終了認定の規定について、権利行使等の委任の解除及び回収に努

める義務の免除の基準を定めた規定であることを明確化します。 

 

Ⅴ．別紙様式の改正  

(1) 貿易代金貸付保険、海外事業資金貸付保険の手続細則に関するもの 

内容変更申請書、償還確定通知書、保険目的等譲渡承認申請書及び譲渡終了通知書にお

いて、複数様式間に跨がる重複記載項目を削除する等の改正を行います。 

 

(2) 貿易一般保険包括保険（企業総合）の手続細則に関するもの 

特約書変更申請様式において、記入必要項目の明確化と不要項目の削除を行います。 

 

(3) 貿易一般保険、限度額設定型貿易保険、中小企業・農林水産業輸出代金保険、簡易通

知型包括保険の手続細則に関するもの 

回収費用負担申請様式において、支払額の合計に係る記載を邦貨換算した額に修正しま

す。 

 

 

＜お問い合わせ先＞ 

Ⅰ．貿易一般保険包括保険における保険申込みに係る提出書類の削減 

Ⅱ．貿易一般保険包括保険の商品性改善及び取扱いの明確化 

本店 営業第一部 包括保険グループ TEL 0120-675-094 

大阪支店 営業グループ TEL 0120-649-818 

 

Ⅲ．海外事業資金貸付保険（劣後ローン特約付き）に係る取扱い規定の明確化 

本店 営業第一部 投資保険・引受グループ TEL 03-3512-7668 

 

Ⅳ．回収に関する規定の明確化 

本店 債権業務部 回収グループ TEL 0120-673-094 

 

Ⅴ．別紙様式の改正 

(1) 貿易代金貸付保険、海外事業資金貸付保険の手続細則に関するもの 

本店 営業第二部 管理グループ TEL 03-3512-7675 

 

(2) 貿易一般保険包括保険（企業総合）の手続細則に関するもの 

本店 営業第一部 包括保険グループ TEL 0120-675-094 

大阪支店 営業グループ TEL 0120-649-818 

 

(3) 貿易一般保険、限度額設定型貿易保険、中小企業・農林水産業輸出代金保険、 

簡易通知型包括保険の手続細則に関するもの 

本店 債権業務部 回収グループ TEL 0120-673-094 

 


